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今年度要求のポイント

幼保一体化施設である認定こども園の制度を活用することで、本市に
おける幼児教育と保育並びに子育て支援の充実を図るとともに、保育
所の待機児童の解消と、子どもたちを健やかに育む環境づくりの促進
を目的とする。

項目

事業の継続実施
子ども・子育て関連三法の施行が予定されて
おり、本事業についても制度の改定が予想さ
れる。

【今後（27年度～）】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

合計 455,104330,635

一時預かり補助金：1,320千円×7施設

延長保育補助金：300千円×11事業+15千円＝3,315千円

運営補助金：100,517千円（運営補助要綱に基づく）

平成25年度予算額 平成26年度要求額

全体事業費

26年度要求額

待機児解消のため、2施設が新規開設、2施設が定員増されるため、前年度比
124,469千円の増額要求となっている。

主な要求内容 （単位：千円）

運営費・補助金 455,104 運営費(委託費)：342,032千円（国通知に基づく）

内容・積算等25年度予算

330,635

事 業 費

・H19.4月　いずみがおか園 開設
・H22.4月　成晃ひかりこども園　開設
・H25.4月　あいあい鳳保育園、青英こども
園、ぼだいっこ園　開設
※いずれも「幼保連携型」

・既存施設については事業の継続実施
・新規開設（2施設（幼保連携型））

【経過（～25年度）】 【26年度】

学校法人が運営する認定こども園の保育所部分における保育運営に要する費用
（運営費）を支弁するとともに、保育内容の充実及び要配慮児童への対応並び
に地域の子育て家庭への支援や延長保育・一時預かり事業を実施するために必
要な経費の一部を補助する。
【補助制度等の内容】
①運営費
　児童福祉法第51条により市町村の支弁が義務付けられている費用。（単価
は、国において決定されている。）
②運営補助金
　時間延長保育費分、通常保育充実分、障害児保育対策費分、看護師等雇用費
分、嘱託医手当加算分、地域活動・子育て支援事業分の6項目を補助。
③延長保育事業補助金
　11時間の開所時間を超えて実施する延長保育事業に対する補助。
④一時預かり事業補助金
　一時預かり事業に対する補助。

事業目的

事業内容

整理番号 14 - 062

認定こども園整備事業関連事業

事 業 名 認定こども園運営事業

1 局・課名 子ども青少年局　保育運営課3 2

455,104330,635120,634

区分
その他一般施策

事業期間 Ｈ19～

平成24年度決算額

(単位　千円)

マスタープラン
３つの挑戦

子育て
マスタープラン

施策番号
3


